
本社 東京都渋谷区本町3-12-1 住友不動産西新宿ビル6号館

TEL 03-6311-7551 FAX 03-6311-8011

本事業は、環境省から委託を受け、途上国都市と日本の都市の連携枠組みの下、民間
事業者の技術を用いて低炭素プロジェクトを行う事業です。技術導入の際は、日本国政府
が進める二国間クレジット制度（JCM）の資金支援を活用ができます。

お問い合わせ

東京都渋谷区本町3-12-1 住友不動産西新宿ビル6号館

TEL 03-6311-6641 FAX 03-6311-6642

設備補助事業の概念図（出典：環境省資料）事業の体制図

技術導入の事例（出典：環境省資料）

代表幹事のオリエンタルコンサルタンツは、技術の導入可能性調査を行います。大阪市
は、技術導入支援のため、現地都市との調整・計画策定支援等を行います。

ＪＣＭ都市間連携事業
（海外ｶｰﾎﾞﾝﾆｭｰﾄﾗﾙの推進）



ベトナム・ホーチミン市との都市間連携事業

2017年事業
・工場省エネ事業（熱交換器やボイラの導入）

フィリピン・ケソン市との都市間連携事業

2017年事業
・工場省エネ事業（熱交換器やボイラの導入）
・太陽光導入事業（ホテル・公共施設など）
2018年事業
・エンジン省エネ事業（DDFの導入）
・工場省エネ事業（バーナーや熱交換器の導入）
・太陽光導入事業（埋立処分場跡地への導入）
2019年事業
・空調省エネ化
・フロン処理計画
2020年事業
・省エネ空調とフロン処理計画

モンゴル・ウランバートル市との都市間連携事業

2020年事業
・環境配慮型住宅の検討
・脱炭素型建築の検討


